
【私立専修・各種学校】令和５年度検査調書における変更点について 

 

 本年度は、法令改正などを踏まえ、検査項目の見直しを行いました。 

 検査調書作成に当たっては、調書様式の注釈などをご覧いただき、誤りや漏れなどのないように

ご注意ください。なお、主な変更点は下記のとおりです。 

 皆さまには大変お手数をおかけいたしますが、よろしくお願いいたします。 

 

【主な変更点】 

項目 本年度 昨年度まで 備考 

検 査 調書 「第２ 学

校 の 管 理 運 営 」 －

「 ３  労 働 条 件 、 福

利等」－「(2)産前産

後休業、育児・介護

休 業 」 －「 ア  産 前

産後休業、育児・介

護 休 業 に 関 する 規

程 の 作 成 状 況 」 の

注記を追加 

 

 

 

 

－「イ 雇用環境の

整備、個別の周知・

意向確認の措置 状

況」の項目を追加 

 

産後パパ育 休制度（出生

時 育 児 休 業 制 度 ） の 創

設、育児休業の分割取得

（令和４年１０月施行） 

・ 男性の育児休業取得促

進 のた め、 子 の出 生 後 ８

週 間以 内 に４週間まで取

得することができる制度。 

・ 育児休業（産後パパ育

休制度を除く。）について、

分割して２回まで取得可。

（取得の際にそれぞれ申し

出） 

 育児、介護休業法の改

正により、「産後パパ育

休 制 度（出 生時 育 児 休

業 制 度 ）」が創 設 され、

また 「 育 児 休 業 の 分 割

取得」が可能となったた

め 。 ( 令 和 ４ 年 １ ０ 月 施

行） 

（ア）育児休 業を取得しや

すい雇用環境の整備 

・ 育児休業・産後パパ育

休 に関 する研 修、相談体

制の整備、教職員の取得

事例の収集・提供 及び取

得促進に関する方針の周

知の実施の有無 

（イ）妊娠・出産（本人また

は配偶者）の申し出をした

教職員 への個 別の周知・

意向確認の措置 

・ 個別周知・意向確認の

実施の有無 

 育児、介護休業法の改

正により、事業主は、育

児 休 業 を取 得 しやすい

環 境 整備 及 び妊娠 ・出

産（本人または配偶者）

の申し出をした労働者に

対 す る 個 別 の 周 知 ・意

向 確認の措置を講ずる

こととなったため。(令和

４年４月施行） 



 

項目 本年度 昨年度まで 備考 

検 査 調書 「第４ 保

健管理及び安全 管

理」－「６ 安全点検

の 実 施 状 況 」 －

「（２）通学、校外 学

習 等 のため に運 行

す る バ ス の 安 全 管

理 の 実 施 状 況 」 の

項目の追加 

エ バス乗 降 車の際 の点

呼等の方法による児童生

徒等の所在確認 

 

 学校保健安全法施行規

則の改正により、専修学

校において児童生徒等

の通学、校外学 習等の

ために自動 車 を運行す

るときは、児童生徒等の

自動車への乗降車の際

に、点呼等の方法により

児童生徒等の所在を確

認することが義務付けら

れたため。(令和５年４月

施行） 

検 査 調書 「第４ 保

健管理及び安全 管

理」－「６ 安全点検

の 実 施 状 況 」 －

「（３）消防法に基づ

く防火管理の状況」

の項目の追加 

ウ 消火訓練、避難訓練、

通報訓練の実施状況 

・令和５年度及び令和４年

度の実施状況 

 消 火 訓 練 、避 難 訓 練 、

通報訓練は消防計画に

定める回数実施すること

とされているため（消 防

法施行令第３条の２第２

項） 
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事業主の皆さ まへ（ １ ～４ は全企業が対象）

１ 　 雇用環境整備、 個別の周知・ 意向確認の措置の義務化

● 育児休業を 取得し やすい雇用環境の整備

育児休業と 産後パパ育休（ P2 参照） の申し 出が円滑に行われる よ う にする ため、 事業主は以下のいずれかの措

置を 講じ なければなり ません。 ※複数の措置を 講じ る こ と が望まし いです。

① 育児休業・ 産後パパ育休に関する 研修の実施

② 育児休業・ 産後パパ育休に関する 相談体制の整備（ 相談窓口設置）

③ 自社の労働者の育児休業・ 産後パパ育休取得事例の収集・ 提供

④ 自社の労働者へ育児休業・ 産後パパ育休制度と 育児休業取得促進に関する 方針の周知

● 妊娠・ 出産（ 本人または配偶者）の申し 出を し た労働者に対する 個別の周知・ 意向確認の措置

本人または配偶者の妊娠・ 出産等を 申し 出た労働者に対し て、 事業主は育児休業制度等に関する 以下の事項の

周知と 休業の取得意向の確認を 、 個別に行わなければなり ません。

※取得を 控えさ せる よ う な形での個別周知と 意向確認は認めら れません。

周知事項

①育児休業・ 産後パパ育休に関する 制度

②育児休業・ 産後パパ育休の申し 出先

③ 育児休業給付に関する こ と

④労働者が育児休業・ 産後パパ育休期間について負担すべき 社会保険料の取り 扱い

個別周知・

意向確認の方法

①面談　 ②書面交付　 ③FAX　 ④電子メ ール等　 のいずれか

注： ①はオンラ イ ン面談も 可能。 ③④は労働者が希望し た場合のみ。

※雇用環境整備、 個別周知・ 意向確認と も 、 産後パパ育休については、 令和４ 年1 0 月１ 日から 対象。

２ 　 有期雇用労働者の育児・ 介護休業取得要件の緩和 就業規則等を 見直し まし ょ う

育児・ 介護休業法 改正ポイ ント のご案内
令和４ 年４ 月１ 日から ３ 段階で施行

男女と も 仕事と 育児を両立でき るよう に、 産後パパ育休制度（ 出生時育児休業制度、 P2 参照）

の創設や雇用環境整備、 個別周知・ 意向確認の措置の義務化などの改正を 行いまし た。

令和４ 年４ 月１ 日施行

（ 育児休業の場合）

⑴ 引き 続き 雇用さ れた期間が１ 年以上

⑵  １ 歳６ か月ま で の間に契約が満了する

こ と が明ら かでない

⑴の要件を 撤廃し 、 ⑵のみに

※無期雇用労働者と 同様の取り 扱い
（ 引き 続き 雇用さ れた期間が１ 年未満の労働者は

労使協定の締結により 除外可）

※育児休業給付についても 同様に緩和

改正前 令和４ 年４ 月１ 日～

都道府県労働局雇用環境・ 均等部（ 室）
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令和４ 年1 0 月１ 日施行

３ 　 産後パパ育休（ 出生時育児休業）の創設

４ 　 育児休業の分割取得

産後パパ育休（ R4 .1 0 .1 ～）　

育休と は別に取得可能

育児休業制度

（ R4 .1 0 .1 ～）

育児休業制度

（ 改正前）

対象期間

取得可能日数

子の出生後８ 週間以内に

４ 週間まで取得可能

原則子が１ 歳

（ 最長２ 歳）まで

原則子が１ 歳

（ 最長２ 歳）まで

申出期限 原則休業の２ 週間前まで
※１

原則１ か月前まで 原則１ か月前まで

分割取得
分割し て２ 回取得可能

（ 初めにまと めて申し 出る こ と が必要）

分割し て２ 回取得可能

（ 取得の際にそれぞれ申出）
原則分割不可

休業中の就業

労 使協 定を 締 結 し て い る 場 合に 限り 、 

労働者が合意し た範囲
※２

で休業中に就業

する こ と が可能

原則就業不可 原則就業不可

１ 歳以降の延長 育休開始日を 柔軟化
育休開始日は１ 歳、

１ 歳半の時点に限定

１ 歳以降の再取得
特別な事情がある 場合

に限り 再取得可能※３ 再取得不可

※１ 　  雇用環境の整備など について、 今回の改正で義務付けら れる 内容を 上回る 取り 組みの実施を 労使協定で定

めている 場合は、 １ か月前までと する こ と ができ ます。

※２ 　  具体的な手続き の流れは以下①～④のと おり です。

①労働者が就業し ても よ い場合は、 事業主にその条件を 申し 出

②事業主は、 労働者が申し 出た条件の範囲内で候補日・ 時間を 提示（ 候補日等がない場合はその旨）

③労働者が同意

④事業主が通知

なお、 就業可能日等には上限があり ます。

◦ 休業期間中の所定労働日・ 所定労働時間の半分

◦ 休業開始・ 終了予定日を 就業日と する 場合は当該日の所定労働時間数未満

　 　 　 例） 所定労働時間が１ 日８ 時間、 １ 週間の所定労働日が５ 日の労働者が、

　 　 休業２ 週間・ 休業期間中の所定労働日1 0 日・ 休業期間中の所定労働時間8 0 時間の場合

⇒就業日数上限５ 日、 就業時間上限4 0 時間、 休業開始・ 終了予定日の就業は８ 時間未満

休業開始日 ２ 日目 ３ 日目 ４ 日目 ５ 日目 ６ 日目 ７ 日目 1 3 日目 休業終了日

４ 時間
休 休 ８ 時間

６ 時間
休

休
……… 休

６ 時間

休 休 ４ 時間 休

産後パパ育休も 育児休業給付（ 出生時育児休業給付金）の対象です。 休業中に就業日がある 場合は、 就業日数

が最大1 0 日（ 1 0 日を 超える 場合は就業し ている 時間数が8 0 時間）以下である 場合に、給付の対象と なり ます。

注： 上記は2 8 日間の休業を取得し た場合の日数・ 時間。 休業日数が2 8 日より 短い場合は、 その日数に比例し て短く なり ます。

育児休業給付については、 最寄り のハロ ーワーク へお問い合わせく ださ い。

就業規則等を 見直し まし ょ う

https://w w w .m h lw .g o .jp/con ten t/11600000/000986158.pd f

https://www.mhlw.go.jp/content/11600000/000986158.pdf
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改正前

令和４ 年1 0 月１ 日～

出生後
８ 週

父

１ 歳 １ 歳半 ２ 歳出生

保育所に入所でき ない等の場合

育 休 育 休 育 休

育 休 育 休

産 休

育 休 育 休 育 休

母

出産後８ 週間以内に育児休業取得
し た場合の再取得（ パパ休暇）

３ 回目の取得は
でき ない

開始時点が１ 歳または１ 歳６ か月時点に
限定さ れるため、途中で交代できない

出生後

８ 週

父

夫婦が育休を交代でき る
回数が増える

１ 歳 １ 歳半 ２ 歳出生

開始時点を柔軟化するこ と で、
夫婦が育休を途中交代できる

保育所に入所でき ない等の場合

令 和 ４ 年1 0 月 １ 日 ～

育 休 育 休

育 休

育 休

育 休

産 休

休 育 休

母 育 休

休

例１

例2
出生後
８ 週

父

１ 歳 １ 歳半 ２ 歳出生

保育所に入所でき ない等の場合

育 休 育 休

育 休 育 休産 休

休 育 休

母

育 休休

育 休

＋ さ ら に
も う １ 回

出生時
退院時等

妻の職場復帰等の
タ イ ミ ング

開始時点を柔軟化するこ と で、
夫婦が育休を途中交代できる

＋ さ ら に
も う １ 回

出生時
退院時等

ピ ンク 色の矢印が、 今回の改正で新たにでき るよ う になるこ と です

産後パパ育休
→新設（ 分割し て2 回取得可能）

１ 歳以降の育児休業
→途中交代可能

育児休業
→夫婦と も に分割し て２ 回取得可能

※３ 　  １ 歳以降の育児休業が、 他の子についての産前・ 産後休業、 産後パパ育休、 介護休業または新たな育児休

業の開始によ り 育児休業が終了し た場合で、 産休等の対象だっ た子等が死亡等し たと き は、 再度育児休業

を 取得でき ます。

育児休業等を 理由と する不利益取り 扱いの禁止・ ハラ スメ ント 防止

　 育児休業等の申し 出・ 取得を 理由に、 事業主が解雇や退職強要、 正社員から パート への契約変更等の不利益な

取り 扱いを 行う こ と は禁止さ れています。 今回の改正で、 妊娠・ 出産の申し 出を し たこ と 、 産後パパ育休の申し 出・

取得、産後パパ育休期間中の就業を 申し 出・ 同意し なかっ たこ と 等を 理由と する 不利益な取り 扱いも 禁止さ れます。

　 また、 事業主には、 上司や同僚から のハラ スメ ン ト を 防止する 措置を 講じ る こ と が義務付けら れています。

●ハラ スメ ン ト の典型例

・  育児休業の取得について上司に相談し たら「 男のく せに育児休業を 取る なんてあり 得ない」と 言われ、 取得を

諦めざ る を 得なかっ た。

・  産後パパ育休の取得を 周囲に伝えたら 、 同僚から「 迷惑だ。 自分なら 取得し ない。 あなたも そう すべき 。」 と

言われ苦痛に感じ た。

改正後の働き 方・ 休み方のイ メ ージ（ 例）

ピンク 色の矢印が、 今回の改正で新たにでき るよう になるこ と です
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令和５ 年４ 月１ 日施行

５ 　 育児休業取得状況の公表の義務化

従業員数1 ,0 0 0 人超の企業は、 育児休業等の取得の状況を 年１ 回公表する こ と が義務付

けら れます。

　 公表内容は、 男性の「 育児休業等の取得率」または「 育児休業等と 育児目的休暇の取得率」です。 取得率の算定期

間は、 公表を 行う 日の属する 事業年度（ 会計年度）の直前の事業年度です。 イ ン タ ーネッ ト 等、 一般の方が閲覧で

き る 方法で公表し てく ださ い。 自社のホームページ等のほか、 厚生労働省が運営する ウェ ブ サイ ト 「 両立支援の

ひろ ば」で公表する こ と も おすすめし ます。

さ ら に詳し く 知るための情報・ イ ベント など

■男性の育児休業取得促進セミ ナーのご案内

 イ ク メ ン プ ロ ジェ ク ト では、 改正育児・ 介護休業法も 踏まえて、 男性の育児休業取得促進等に

関する セミ ナーを 開催し ています。

①男性の育児休業取得促進セミ ナー　 http s://ik um en-p ro j e ct.m h lw .g o . j p /even t/

■両立支援について専門家に相談し たい方へ

【 中小企業のための育児・ 介護支援プラ ン 導入支援事業】

 制度整備や育休取得・ 復帰する 社員のサポート 、 育児休業中の代替要員確保・ 業務代替等でお

悩みの企業に、 社会保険労務士等の専門家が無料でアド バイ スし ます。

②中小企業育児・ 介護休業等推進支援事業　 http s://ik u j i-k a ig o .co m /

■就業規則作成、 雇用環境整備、 個別周知・ 意向確認に活用でき る 素材

 厚生労働省では以下の資料を ご用意し ています。 社内用にアレ ン ジする 等し てご

活用いただけます。

③社内研修用資料、 動画

http s://ik um en-p ro j e ct.m h lw .g o . j p /co m p any/tra in ing /

④就業規則、 個別周知・ 意向確認、 事例紹介、 制度・ 方針周知ポスタ ー例

http s://w w w .m h lw .g o . j p /stf/se isa k un itsu ite /b unya /0 0 0 1 0 3 5 3 3 .h tm l

■両立支援のひろ ば（ 厚生労働省運営のウェ ブ サイ ト ）

両立支援に取り 組む企業の事例検索や自社の両立支援の取組状況の診断等が行えます。

育児休業取得率の公表も 行えま す。

⑤両立支援のひろ ば　 http s://ryo u ritsu .m h lw .g o . j p /

育児・ 介護休業法に関するお問い合わせは都道府県労働局雇用環境・ 均等部（ 室）へ

都道府県 電話番号 都道府県 電話番号 都道府県 電話番号 都道府県 電話番号 都道府県 電話番号

北海道 0 1 1 -7 0 9 -2 7 1 5 埼　 玉 0 4 8 -6 0 0 -6 2 1 0 岐　 阜 0 5 8 -2 4 5 -1 5 5 0 鳥　 取 0 8 5 7 -2 9 -1 7 0 9 佐　 賀 0 9 5 2 -3 2 -7 2 1 8

青　 森 0 1 7 -7 3 4 -4 2 1 1 千　 葉 0 4 3 -2 2 1 -2 3 0 7 静　 岡 0 5 4 -2 5 2 -5 3 1 0 島　 根 0 8 5 2 -31 -1 1 6 1 長　 崎 0 9 5 -8 0 1 -0 0 5 0

岩　 手 0 1 9 -6 0 4 -3 0 1 0 東　 京 0 3 -3 5 1 2 -1 6 1 1 愛　 知 0 5 2 -8 5 7 -0 3 1 2 岡　 山 0 8 6 -2 2 5 -2 0 1 7 熊　 本 0 9 6 -3 5 2 -3 8 6 5

宮　 城 0 2 2 -2 9 9 -8 8 4 4 神奈川 0 4 5 -2 1 1 -7 3 8 0 三　 重 0 5 9 -2 2 6 -2 3 1 8 広　 島 0 8 2 -2 2 1 -9 2 4 7 大　 分 0 9 7 -5 3 2 -4 0 2 5

秋　 田 0 1 8 -8 6 2 -6 6 8 4 新　 潟 0 2 5 -2 8 8 -3 5 1 1 滋　 賀 0 7 7 -5 2 3 -1 1 9 0 山　 口 0 8 3 -9 9 5 -0 3 9 0 宮　 崎 0 9 8 5 -3 8 -8 8 2 1

山　 形 0 2 3 -6 2 4 -8 2 2 8 富　 山 0 7 6 -4 3 2 -2 7 4 0 京　 都 0 7 5 -2 4 1 -3 2 1 2 徳　 島 0 8 8 -6 5 2 -2 7 1 8 鹿児島 0 9 9 -2 2 3 -8 2 3 9

福　 島 0 2 4 -5 3 6 -4 6 0 9 石　 川 0 7 6 -2 6 5 -4 4 2 9 大　 阪 0 6 -6 9 4 1 -8 9 4 0 香　 川 0 8 7 -8 1 1 -8 9 2 4 沖　 縄 0 9 8 -8 6 8 -4 3 8 0

茨　 城 0 2 9 -2 7 7 -8 2 9 5 福　 井 0 7 7 6 -2 2 -3 9 4 7 兵　 庫 0 7 8 -3 6 7 -0 8 2 0 愛　 媛 0 8 9 -9 3 5 -5 2 2 2

栃　 木 0 2 8 -6 3 3 -2 7 9 5 山　 梨 0 5 5 -2 2 5 -2 8 5 1 奈　 良 0 7 4 2 -3 2 -0 2 1 0 高　 知 0 8 8 -8 8 5 -6 0 4 1

群　 馬 0 2 7 -8 9 6 -4 7 3 9 長　 野 0 2 6 -2 2 7 -0 1 2 5 和歌山 0 7 3 -4 8 8 -1 1 7 0 福　 岡 0 9 2 -4 1 1 -4 8 9 4

受付時間　 ８ 時3 0 分～ 1 7 時1 5 分（ 土日・ 祝日・ 年末年始を除く ）

令和３ 年1 1 月作成（ 令和４ 年12月改訂）　 リ ーフ レ ッ ト №1 2

①

②

④

⑤

③

https://ikumen-project.mhlw.go.jp/event/
https://ikuji-kaigo.com/
https://ikumen-project.mhlw.go.jp/company/training/
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/000103533.html
https://ryouritsu.mhlw.go.jp/


 

４ 文 科 教 第 1 3 09 号 

令 和 ４ 年 1 2 月 28 日 

各 都 道 府 県 知 事 

各 都 道 府 県 教 育 委 員 会 教 育 長 

各 指 定 都 市 教 育 委 員 会 教 育 長 

各 国 公 私 立 大 学 長  殿 

各 国 公 私 立 高 等 専 門 学 校 長 

構 造 改 革 特 別 区 域 法 第 12条 第 1項 

 の認定を 受けた各地方公共団体の長 

 

 

 

                       

文 部 科 学 省 総 合 教 育 政 策 局 長 

   藤 江  陽 子 

（ 公 印 省 略）  

 

 

学校保健安全法施行規則の一部改正について（ 通知）  

 

 

こ の度、 「 学校保健安全法施行規則の一部を 改正する 省令」 （ 令和４ 年文部科学省

令第41号） が別添のと おり 公布さ れ、 令和５ 年４ 月１ 日から 施行さ れる こ と と な り ま

し たので通知し ま す。 本改正の趣旨及び内容は下記のと おり ですので、 内容を 十分御

了知の上、 貴管内の学校に対し て遅滞な く 周知を お願いする と と も に、 各都道府県知

事、 各都道府県教育委員会教育長及び構造改革特別区域法第12条第1項の認定を 受けた

各地方公共団体の長におかれて は、 それぞれ所轄の私立学校、 域内の市町村教育委員

会及び所轄の学校設置会社の設置する 学校に対し 、 本件につき 御周知く ださ いま すよ

う 併せてお願いし ま す。  

 

記 

 

第一 改正の趣旨 

 令和４ 年９ 月に静岡県牧之原市の幼保連携型認定こ ど も 園において、 送迎用バス

に園児が置き 去り にさ れ、 亡く なる 事案が起き たこ と を 受け、 こ ど も 政策担当大臣

を議長と する 関係府省会議が開催さ れ、 幼児等の所在確認と 安全装置の装備の義務

付けを 含む「 こ ど も のバス 送迎・ 安全徹底プラ ン」 が10月に取り ま と めら れた。  

こ れを 受け、 学校保健安全法施行規則について、 所要の改正を 行う も のである 。  

 



 

第二 改正の内容 

 １  本則 

  学校保健安全法施行規則において以下２ 点を義務付ける 。  

① 学校（ 学校教育法（ 昭和二十二年法律第二十六号） 第一条に規定する 学校及

び専修学校） において、 児童生徒等の通学、 校外学習等のために自動車を 運

行する と き は、 児童生徒等の自動車への乗降車の際に、 点呼等の方法によ り

児童生徒等の所在を 確認する こ と 。  

② 幼稚園及び特別支援学校においては、 通学用の自動車（ ※１ ） を 運行する と

き は、 当該自動車にブザーその他の車内の児童生徒等の見落と し を 防止する

装置を 装備し 、 当該装置を 用いて、 降車時の①の所在確認を する こ と 。  

※１  安全装置を 装備し なく ても 、 確実に児童生徒等の所在確認が行われる

と 考えら れる ２ 列以下の自動車等を 除く 。  

 

 ２  附則 

( １ )   施行期日 

  令和５ 年４ 月１ 日と する 。  

( ２ )    経過措置 

１ ②の規定については経過措置を 設け、 ブザーその他の車内の児童生徒等の

見落と し を 防止する 装置を 備える こ と が困難である 場合は、 令和６ 年３ 月31日

ま での間、 車内の児童生徒等の所在の見落と し を 防止する ための代替的な措置

を 講ずる こ と と し て差し 支えないこ と と する 。  

 

第三 留意事項 

 １  所在確認 

第二１ ①の所在確認は、 送迎用バス の運行に限ら ず、 学校において校外学習等

の際の移動のために自動車を 運行する すべての場合が対象と なる 。  

 

２  安全装置に係る 義務付けの対象と なる 自動車 

通学を 目的と し た自動車のう ち、  座席（ ※２ ） が２ 列以下の自動車を 除く 全て

の自動車が原則と し て安全装置に係る 義務付けの対象と なる 。  

なお、 座席が２ 列以下の自動車と 同様に義務付けから 除外さ れる 「 その他利用

の態様を 勘案し てこ れと 同程度に児童生徒等の見落と し のおそれが少ないと 認め

ら れる も の」 については、 例えば、 座席が３ 列以上ある も のの、 児童生徒等が、

確実に３ 列目以降が使用でき ないよ う に児童生徒等が確実に通過でき ない鍵付き

の柵を 車体に固着さ せて２ 列目ま でと ３ 列目以降を 隔絶する こ と など が考えら れ

る が、 安全装置が義務付けら れる 経緯・ 趣旨に鑑み、 その判断は十分慎重に行う

こ と 。  

※２  「 座席」 には、 車椅子を 使用する 児童生徒等が当該車椅子に乗っ たま ま

乗車する ためのス ペース を 含む。  



 

 ３  装備すべき 安全装置 

 「 ブザーその他の車内の児童生徒等の見落と し を 防止する 装置」 は、 国土交通

省が令和４ 年12月20日に策定・ 公表し た「 送迎用バス の置き 去り 防止を 支援する

安全装置のガイ ド ラ イ ン 」 に適合する も のである こ と が求めら れる こ と 。 なお、

本ガイ ド ラ イ ンに適合する 装置については、 今後、 内閣府において、 国土交通省

と 連携し 、 一覧化し たリ ス ト を 作成・ 公表する 予定であり 、 当該リ ス ト を 参考に

選定する こ と が可能である こ と 。  

 

４  実効性の確保等 

 今回の省令改正で安全装置の装備が義務付けら れる 幼稚園と 特別支援学校にお

いては、 上記のガイ ド ラ イ ン に適合する 安全装置の送迎用バス への装備について

遺漏ないよ う 取り 組ま れたいこ と 。  

ま た、 児童生徒等の所在確認については、 各学校においてこ れま でも 教育活動

の前提と し て必然的に実施さ れてき たも のである が、 今回の省令改正によ っ て法

令上位置付けら れたこ と に鑑み、 学校安全の基本と なる と いう 認識を 共有する と

と も に、 自動車等への乗降の場合に限ら ず、 学校生活の中で場面が変わる 際の所

在確認の在り 方について見直す機会と さ れたいこ と 。  

なお、 具体の所在確認に当たっ ては、 児童生徒等の年齢や発達段階に応じ て適

切な方法によ っ て行われる こ と が望ま し いこ と 。  

 

５  施行期日 

 本改正省令の、 施行期日を 令和５ 年４ 月１ 日と し ている が、 所在確認は、 法令

上の直接的な規定の有無にかかわら ず、 徹底すべき であり 、 置き 去り が生じ ない

よ う 徹底さ れたいこ と 。  

  

６  経過措置 

 装備すべき 安全装置の導入が困難な場合も 考えら れる ため、 令和６ 年３ 月31日

ま での間、 代替的な措置を講ずる こ と と し ている が、 本義務付けの新設の趣旨に

鑑み、 可能な限り 令和５ 年６ 月末ま でに導入する よ う 努めていただき たい。  

 なお、 経過措置期間内において安全装置の装備がなさ れる ま での間について

も 、 バス 送迎における 安全管理を 徹底する と と も に、 例えば、 運転席に確認を 促

すチェ ッ ク シート を 備え付ける と と も に、 車体後方に児童生徒等の所在確認を 行

っ たこ と を 記録する 書面を備える など 、 児童生徒等が降車し た後に運転手等が車

内の確認を 怠る こ と がないよ う にする ための所要の代替措置を 講ずる こ と 。  

 

 

 

 

 



 

本件担当：  

文部科学省総合教育政策局 

男女共同参画共生社会学習・ 安全課 

安全教育推進室 交通安全・ 防犯係 

 TEL:  03-5253-4111（ 内線2695）  

 



  

 

 

 

 

防火管理者を選任しなければならない防火対象物は、防火管理に係る消防計画を作成し、

消防計画に基づき定期的に消防訓練を実施する義務があります。（消防法第８条） 
※ 消防訓練を実施せず、防火管理業務適正執行命令に従わなかった場合は、１年以下の懲役又は１００万円

以下の罰金となる場合があります。（消防法第４１条） 

 

 

 
消防訓練の種別には、消火訓練、避難訓練及び通報訓練があります。 

実施しなければならない訓練の種別と回数は、防火対象物の用途ごとに次の表のとおりになります。 

 

※特定防火対象物とは・・・・・・・・・集会場、遊技場、飲食店、百貨店、旅館、病院、社会福祉施設等の 

不特定多数の人が利用する建物 

※非特定防火対象物とは・・・・・・・共同住宅、学校、図書館、神社、工場、倉庫、事務所、文化財等の 

特定の人が利用する建物 

 

 

① 消防計画に基づき、消防訓練の実施日時と訓練内容を決定しましょう。 

② 特定防火対象物は、消防訓練の実施予定と実施結果について、管轄の消防署に報告する義務があり

ます。（非特定防火対象物は不要です。） 

報告する内容は、消防訓練実施（計画）報告書をご参照ください。 

③ 消防訓練は防火管理者が中心となって実施してください。消防職員による消防訓練の指導を希望 

する場合は、管轄の消防署にご相談ください。 

 

 

次のパンフレット（総務省消防庁）を参考に消防訓練を実施してください。 

・消火訓練（消火器・屋内消火栓設備の操作要領） 

・通報訓練（建物内への周知・１１９番通報要領） 

・避難訓練（階段・通路による避難要領） 

・避難訓練（避難器具を使用した避難要領） 

訓練の種別 内  容 
訓  練  回  数 

※特定防火対象物 ※非特定防火対象物 

消火訓練 
消火器及び屋内消火栓等の

取扱い訓練 
年 ２ 回 以 上 消防計画に定める回数 

避難訓練 
避難誘導及び避難器具の 

取扱い訓練 

通報訓練 消防機関に通報する訓練 消防計画に定める回数 

消 防 訓 練 に つ い て 

 １ 消防訓練の種別と実施回数 

 ２ 消防訓練の実施方法 

 ３ 消防訓練に関するパンフレット 



※ 整 理 番 号  

※ 区   分  実 地 ・ 書 面 

※検査年月日     年  月  日 

 

 

令和５年度 私立専修学校・各種学校検査調書 

 

 

 

 

 

学 校 法 人 名  

理 事 長 氏 名  

専
修
学
校
・
各
種
学
校 

名 称  

所 在 地  

電 話 番 号      －    －      

校 長 氏 名  

検 査 調 書 作 成 者 

職 ・ 氏  名 
 

検査当日の説明者の 

職 ・ 氏  名 

 

 

学 校 法 人 設 立 
認 可 年 月 日 

  年  月  日 

学 校 設 置 
認 可 年 月 日 

  年  月  日 

 

※検査担当者氏名 
 

 

              （※印の欄は記入しないでください。） 



○ 前回の実地検査での指摘事項に対する取り組み 

                       学校法人名            

 

・ 前回実地検査実施年月日  令和  年  月  日 

・ 指摘事項及びそれに対する取組状況 

指 摘 事 項 改善に向けての取組状況 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 



指 摘 事 項 改善に向けての取組状況 
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第１ 学校法人の管理運営 

                       学校法人名            

１ 管理運営一般 

（１）法人登記の状況 

  ア 寄附行為に定める資産総額の変更登記の期限：会計年度終了後   か月以内 

                          （寄附行為第   条） 

  イ 登記の状況 

 登記事由発生年月日 登記年月日 

令和４年度資産総額 令和５年 ３月３１日     年  月  日 

代 表 者 の 登 記     年  月  日     年  月  日 
  (参考):法人登記簿謄本又は現在事項全部証明書,代表者就(退)任届、寄附行為等 

 

（２）現行寄附行為の、県の認可(変更認可)状況 

   (参考)寄附行為,寄附行為変更認可申請書,寄附行為（変更）認可書,寄附行為変更届 

 

２ 理事、監事及び評議員 

（１）現在の役員等の選任状況 

役 職 名 定数 実員 
うち
外部 
役員 

任    期 
役  員 
就退任届 

履歴書の
有無 

 

理 
 

事 

校長理事  人  人  人  . . ～ . .  
(提出年月日を

記入) 

 

     年 

   月  日 

有 ･ 無 

評議員理事  人  人  人  . . ～ . .  有 ･ 無 

学識経験者理事  人  人  人  . . ～ . .  有 ･ 無 

その他の理事  人  人  人  . . ～ . .  有 ･ 無 

理 事 長   人  人  . . ～ . .  有 ･ 無 

監   事  人  人  人  . . ～ . .  有 ･ 無 

評 

議 

員 

職員評議員  人  人   . . ～ . .   有 ･ 無 

卒業者評議員 

※（保護者） 

 人 

( 人) 

 人 

( 人) 
  . . ～ . .  

有 ･ 無 

学識経験者評議員  人  人   . . ～ . .  有 ･ 無 

その他の評議員  人  人   . . ～ . .  有 ･ 無 
※卒業者評議員に卒業者でない保護者を充てている場合は、（ ）内に外書きしてください。 
(参考）：寄附行為,役員名簿,役員の就任承諾書及び履歴書,宣誓書,役員就(退)任届,評議員名簿及び履歴書,理事会及び評議員会議事 
    録 

 

【理事・監事に係る親族関係者  いる・いない （「いる」場合は以下に記入してください）】 

役職名 氏   名 続柄 役職名 氏   名 続柄 

      

      

(注)各役員について、その配偶者又は３親等以内の親族が１人を超えて含まれてはならない。 

 施行（変更）年月日 認可（変更認可）年月日 

現行の寄附行為     年  月  日     年  月  日 



 

- 2 - 

 

（２）理事長職務代理者の選任状況 

  ア 定めている（寄附行為の規定どおり・寄附行為の規定とは異なる） 

  イ 定めていない 
   (参考)：理事長選任時の理事会議事録、寄附行為 

 

３ 理事会・評議員会 

（１）理事会(令和４年４月～令和５年度開催決算理事会)の開催状況及び議題(○印を記入) 

開催日（開始時刻） 
R4.  . 

： 

.  . 

： 

.  . 

： 

.  . 

： 

.  . 

： 

.  . 

： 

出席者数 人 人 人 人 人 人 

予算・事業計画※       

決 算 ・ 事 業 報 告       

寄附行為の変更※       

長 期 借 入 金 ※       

資産の取得・処分※       

学 則 の 変 更       

その他 

（役員等の選任等） 

      

(参考）：寄附行為、理事会の議事録 
 (注)※印は、寄附行為で定めている場合、評議員会で先議する。決算理事会は会計年度終了後２か月以内に実施する。 

 

（２）評議員会(令和４年４月～令和５年度開催決算評議員会)の開催状況及び議題(○印を記入) 

開催日（開始時刻） 
R4.  . 

： 

.  . 

： 

.  . 

： 

.  . 

： 

.  . 

： 

.  . 

： 

出席者数 人 人 人 人 人 人 

予 算 ・ 事 業 計 画       

決 算 ・ 事 業 報 告       

寄 附 行 為 の 変 更       

長 期 借 入 金       

資産の取得・処分       

学 則 の 変 更       

その他 

（役員の選任等） 

      

(参考）：寄附行為、評議員会の議事録、 (注)決算評議員会は会計年度終了後２か月以内に実施する。 

 

（３）監事監査の実施状況及び指摘事項 

 監事監査実施年月日 監 査 の 指 摘 事 項 

監事監査報告書   年  月  日  

 (参考）：監事監査報告書、理事会及び評議員会の議事録 
 (注)監事監査は、決算理事会及び決算評議員会の開催前に実施する必要がある。 



 

- 3 - 

 

４ 法人の会計 

（１）新会計基準に基づく経理規程の作成状況 

 制定（改正年月日） 勘定科目表 耐用年数表 契約に関する規定 

現行経理規程   年  月  日 有・無 有・無 有・無 

(参考）：経理規程、勘定科目表、耐用年数表 

 

（２）理事個人(理事が経営する会社)に関する有償契約及び利息付金銭消費貸借 

 

契 約 内 容 

契約相手 

（続柄） 

 

契 約 日 

( 契 約 期 間 ） 

金 額 ・ 利 率 等 

理事会承認年月日

（特別代理人氏名及

び選任年月日） 

貸借対照表

注記の有無 

    年  月  日 

（  .  .  ～  .  .  ） 

 

  年  月  日）  

有 ・ 無 

    年  月  日 

（  .  .  ～  .  .  ） 

 

  年  月  日）  

有 ・ 無 

(参考）：契約書、理事会議事録（特別代理人選任通知書）、元帳 

(注)令和２年４月以降、理事の利益相反取引(学校法人との売買取引や債務保証等)には理事会の事前承認が必要（令和２年３月以前

は、理事長個人及び理事長が経営する会社と学校法人との間で有償契約を締結する場合は、契約期間の更新の場合もその都度特別代

理人の選任が必要。） 

 

（３）理事会・評議員会出席報酬(令和４年度分)の支給状況 

 出席者 

延べ人数 

年間支出額 

役員報酬 報酬委託手数料 旅費交通費 

理事会 人 円  円 

評議員会 人  円 円 

 (参考）：役員等報酬規程、元帳、寄附行為 

 

（４）固定資産台帳、減価償却明細表の作成状況 

 台帳の有無 令和４年度増減の整理 減価償却明細表 償却費の算出 

固定資産台帳等 有・無 適・否・該当なし 有 ・ 無 適 ・ 否 

(参考）：経理規程、固定資産台帳、減価償却明細表 

 

（５）未利用資産（土地建物･リゾート会員権等）の有無 

  ア な い 

  イ あ る (売却等処分の予定  (ア)ある  (イ)ない  (ウ)検討中 ) 

内     容 

 

(参考）：固定資産台帳、財産目録、登記簿謄本 
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（６）現金・預金 →別紙１を作成してください。 

資金収支計算書（支出の部） 

「次年度繰越支払資金」の額 

円 不一致の場合、その理由等 

貸借対照表の本年度末 

「現金預金」の額 

円 

別紙１の「4現金+預金」の合計額 円 

(参考）：資金収支計算書、貸借対照表、財産目録、現金出納簿、預金残高証明書 

 

（７）有価証券の保有状況（特定預金に含まれるものを含む） 

  ア 保有していない 

  イ 保有している →別紙２を作成してください 
(参考）：貸借対照表、財産目録、元帳、理事会議事録 

 

（８）元本保証のない有価証券を保有している場合の資産運用規程作成の有無 

  ア 作成している（理事会の承認： (ア) ある  (イ) ない ） 

  イ 作成していない 
(参考）：有価証券に関する資産運用規程、理事会議事録 

 

（９）借入金の有無、借入金台帳及び契約書の作成状況 

  ア な い 

  イ あ る 

借入年月日 借入先 借入金台帳の有無 契約書の有無 目的 

.  .  有・無 有・無  

.  .  有・無 有・無  

.  .  有・無 有・無  

(参考）：財産目録、借入金明細表、借入金台帳、契約書、元帳 

 

（１０）長期(１年を超えるもの)預り金の有無 

  ア な い 

  イ あ る 

内     容 金   額 

 円 

 円 

(参考）：貸借対照表、財産目録、元帳 
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（１１）剰余金等の状況 

翌年度繰越収支差額（令和４年度末） 円 

減 価 償 却 累 計 額 （ 同 上 ） 円 

現 金 預 金 （ 同 上 ） 円 

※貸借対照表及び固定資産明細表から転記してください。 

(参考）：貸借対照表、固定資産明細表 

 

（１２）生徒から経常的に受け入れる授業料等と教職員の給与等の比率 

Ａ 生徒から経常的に受け入れる授業料その他の納付金の額           円 

Ｂ 教職員の給与等（アからオの合計）           円 

ア 教職員の給与           円 

イ 研究費           円 

ウ 共済組合等の掛金           円 

エ 生徒諸費（注１）           円 

オ 教育用備品費（注２）           円 

Ａ÷Ｂ（比率：１．５相当の範囲内でなければならない）            

（注１）支給教材費及びこれに関連する費用、支給奨学金及びこれに類する費用、生徒の保険費及び福利厚生費並びに生徒の娯楽運

動に要する費用をいう。 

（注２）図書費、教具費及び校具費をいう。 

 (参考）：資金収支計算書、事業活動収支計算書、貸借対照表、人件費支出内訳表（寄附行為認可基準∵非営利性の確認） 
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第２ 学校の管理運営 

学校名         学校 

１ 管理運営一般 

（１）学則への記載事項の有無（該当欄に○印を記入してください） 

項          目 有 無 該当なし 

修業年限、学年、学期及び授業を行わない日   

 

課 程 の 組 織   

教 育 課 程 及 び 授 業 日 時 数   

学 習 の 評 価 及 び 課 程 修 了 の 認 定   

収 容 定 員 及 び 職 員 組 織   

入 学 、 退 学 、 転 学 、 休 学 及 び 卒 業   

授 業 料 、 入 学 金 及 び そ の 他 費 用 徴 収   

賞 罰   

寄 宿 舎    

 (参考）：学則 

 

（２）募集要項への記載事項の有無（該当欄に○印を記入してください） 

項          目 有 無 該当なし 

入 学 資 格   

 

募 集 定 員   

出 願 手 続   

入 学 手 続   

入 学 辞 退 者 に 対 し 、 3 ／ 3 1 ま で に 

辞退を申し出た者について、選抜料、入学金以

外 の 納 付 金 を 返 還 す る 旨 の 記 載 

  

選抜料（入学検定料）、入学金、授業料、 

そ の 他 納 付 金 （ 実 験 実 習 費 等 ） 
  

寄 付 金 、 学 校 債    

 (参考）：募集要項、入学案内 
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（３）学則で定める収容定員と生徒数 

 

      科       科       科 計 

定員 

(人) 

実員 

(人) 

定員 

(人) 

実員 

(人) 

定員 

(人) 

実員 

(人) 

定員 

(人) 

実員 

(人) 

令和５年度         

令和４年度         

令和３年度         

 (参考）：学則、生徒の出席簿、授業料台帳 

 

（４）（その１：専修学校、日本語学校を除く各種学校） 

 ４１人以上の学級(令和５年５月１日現在)の有無 

  ア 全て４０人以下 

  イ ４１人以上の学級がある（下表を作成してください。） 

 １年 ２年 ３年 ４年 計 

総 学 級 数      

４０人以下の学級数      

４１人以上の学級数      
 (参考）：生徒の出席簿、授業料台帳、施設の概要（教室面積がわかるもの） 

 

（４）（その２：日本語学校） 

 ２１人以上の学級(令和５年５月１日現在)の有無 

  ア 全て２０人以下 

  イ ２１人以上の学級がある（下表を作成してください。） 

 １年 ２年 ３年 ４年 計 

総 学 級 数      

２０人以下の学級数      

２１人以上の学級数      

 (参考）：生徒の出席簿、授業料台帳、施設の概要（教室面積がわかるもの） 

 

（５）学則(令和５年度適用)の県への届出状況 

 (参考）：学則変更届の控え 

 

（６）募集要項と学則との整合 

  ア 整合している 

  イ 整合していない（不整合箇所：                     ） 

  

  年  月  日届出済み 
※入学案内、募集要項の記載事項に係る学則変更は、

前年度５月末までに届け出てください。 
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（７）「専修学校における学校評価ガイドライン」に基づく学校評価の実施状況 

 実施の有無 公表の有無 公表している場合、その方法 

自 己 評 価 有 ・ 無 有 ・ 無 
書面配布・掲示・インターネット 

その他（            ） 

関 係 者 評 価 有 ・ 無 有 ・ 無 
書面配布・掲示・インターネット 

その他（            ） 

第 三 者 評 価 有 ・ 無 有 ・ 無 

書面配布・掲示・インターネット 

その他（            ） 

（参考）学校で作成した評価結果シート等 

 

（８）入学案内に、卒業時に取得できる資格等について応募者に誤解を受けることが 

  ないよう適正な記載がされていますか。 

  ア 資格などの養成施設の指定なし 

  イ 資格などの養成施設の指定あり（下表を作成してください。） 

資格名 学科名 指定日 指定内容 募集要項への記載 

    （ア）適正である 

（イ）適正でない 

    （ア）適正である 

（イ）適正でない 
 (参考）：入学案内、養成施設又は養成学校の指定書 
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（９）学則で定めたカリキュラムに則り、専修学校設置基準(又は各種学校規程)の授業時 

  数を遵守していますか。 

学 科 名 
学

年 

昼 間 又 は 

夜 間 等 の

別 

授業時数（時間） 

学則の定

め 
令和４年度実績 令和５年度計画 

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

※学科・学年別に記載してください。 

 (参考）：学則 
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２ 教職員 

（１）学則の規定及び設置基準に基づく教職員の人数 

 教  員 うち専任教員(※) 職  員 うち専任職員 

実   員 人 人 人 人 

学   則 

人 人 人 人 

満たしている 

 

満たしていない 

（  人不足） 

満たしている 

 

満たしていない 

（  人不足） 

満たしている 

 

満たしていな

い （  人

不足） 

満たしている 

 

満たしていない 

（  人不足） 

設置基準等 

人 人 － － 

適    合 

 

不  適  合

（  人不足） 

適    合 

 

不  適  合

（  人不足） 

－ － 

学則を満たしていない、又は設置基準等に不適合な場合、その理由 

 

 

 
 (参考）：学則、教職員名簿 

 ※専修学校設置基準の一部を改正する省令（令和 5年 4 月施行）における「基幹教員」のこと。 

 

（２）校長の資格 

  教育、学術又は文化に関する業務の従事経験を記入   

（                         ） 
 (参考）：学則、校長採用届 

 

（３）校長の勤務形態（該当項目に○印を付けてください。） 

  ア 常 勤 

  イ 非常勤（週当たりの勤務日数   日：勤務時間   時間） 
 (参考）：校長採用届の控え、出勤簿、履歴書 

 

（４）全教員における設置基準等に定める教員資格の有無 

（該当項目に○印を付けてください。） 

  ア 有している 

  イ 有していない者がいる（氏名：     、     ） 
 (参考）：教職員名簿、免許状の写し、卒業証書、履歴書 
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３ 労働条件、福利等 

（１）教職員の就業規則の作成状況 

就業規則の作成 労働基準監督署への届出 教職員への周知方法 

有・無 
ア  年  月  日届出 

イ 届出義務なし 

ア 交付 

イ 指示・備え付け（場所：     ） 

ウ その他（          ） 

 (参考）：労働基準監督署の受付印のある就業規則、教職員名簿 

 

（２）産前産後休業、育児・介護休業 

  ア 産前産後休業、育児・介護休業に関する規程の作成状況 

産前産後休業、育児・介護休業に 

関する規程の作成 
教職員への周知方法 

有 ・ 無 
 

(参考）：産前産後休業、育児・介護休業について定めたもの(就業規則、育児・介護休業規程など） 
(注)育児休業の期間等について(平成 29 年 10 月施行） 
  ・ 育児休業の期間は原則として子が出生した日から子が１歳に達する日（誕生日の前日）までの間で労働者が申し 
   出た期間 
  ・ 養育する子が１歳に達する日において（子が１歳２か月に達するまでの育児休業が可能である場合に 1歳を超え 
     て育児休業をしている場合はその休業終了予定日において）いずれかの親が育児休業中であり、かつ保育所に入所 
   できない等の事情がある場合には、子が１歳６か月に達するまで延長可能（子が２歳に達するまで再延長可能） 

産後パパ育休制度（出生時育児休業制度）の創設、育児休業の分割取得(令和 4年 10 月施行） 
  ・ 男性の育児休業取得促進のため、子の出生後８週間以内に４週間まで取得することができる制度。 
   ①休業の申出期限については、原則休業の２週間前までとする（現行の育児休業（１か月前）よりも短縮）。 
   ②分割して取得できる回数は、２回とする。（初めにまとめて申し出ることが必要） 
   ③労使協定を締結している場合に、労働者と事業主の個別合意により、事前に調整した上で休業中に就業可。 
  ・ 育児休業（産後パパ育休制度を除く。）について、分割して２回まで取得可。（取得の際にそれぞれ申し出） 

 

  イ 雇用環境の整備、個別の周知・意向確認の措置状況 

  （ア）育児休業を取得しやすい雇用環境の整備 

 実施の有無 

育児休業・産後パパ育休に関する研修の実施 有 ・ 無 

育児休業・産後パパ育休に関する相談体制の整備（相談窓口設置） 有 ・ 無 

教職員の育児休業・産後パパ育休取得事例の収集・提供 有 ・ 無 

教職員へ育児休業・産後パパ育休制度と育児休業取得促進に関する方針の周知  有 ・ 無 
(参考）：産前産後休業、育児休業について定めたもの(就業規則、育児休業規程など）、育児休業・産後パパ育休研修等の資料 

(注)育児休業と産後パパ育休の申出が円滑に行われるようにするため、上記のいずれかの措置を講じることが必要 
（令和 4年 4 月施行）。※複数の措置を講じることが望ましいとされている。 

 

  （イ）妊娠・出産（本人または配偶者）の申し出をした教職員への個別の周知・意向確認の措置 

個別周知・意向確認  実施している ・ 実施していない 

(参考）：産前産後休業、育児休業について定めたもの(就業規則、育児休業規程など）、個別周知・意向確認に関する資料等  
(注) 育児休業・産後パパ育休に関する制度、申し出先、育児休業給付及び教職員が育児休業・産後パパ育休期間につい

て負担すべき社会保険料の取扱いについて、周知と取得意向の確認を個別に行うことが必要(令和 4年 4 月施行）。 
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（３）教職員給与 

 ア 給与規程の作成状況 

給与規程の作成 給料表の作成 教職員への周知方法 

有 ・ 無 有 ・ 無  

 イ 給与支給状況（令和４年度分） 

 給与規程との整合 総勘定元帳との一致 

本  俸 整合 ・ 不整合 一致 ・ 不一致 

手  当 整合 ・ 不整合 一致 ・ 不一致 

(参考）：給与規程、給料表、賃金台帳、元帳、教職員名簿 

 

  ウ 給与規程における時間外勤務手当の規定の有無 

   (ア) 規定している 

   (イ) 規定していない 
 
     (注)労働基準法上、法定労働時間を超える時間外労働、または深夜労働を行わせたり、法定休日に労働させ 
       たりした場合には、次の割増賃金を支払わなくてはならないため、給与規程にも対応する規定を設ける 
       必要がある。 
        ・時間外労働 2 割 5 分以上 
        ・休日労働(法定休日に労働した場合 3 割 5分以上 
        ・深夜労働(午後 10 時～午前 5時） 2 割 5 分以上) 
        ・月 60 時間を超える時間外労働 5 割以上 
        ・時間外労働が深夜に及んだ場合 5 割以上（＝時間外（2割 5 分以上）＋深夜（2 割 5 分以上）） 
        ・休日労働が深夜に及んだ場合 6割以上（＝休日（3 割 5分以上）＋深夜（2割 5 分以上)）。 

 

（４）退職金規程の作成状況 

  ア 退職金規程の作成状況 

退職金規程の作成 教職員への周知方法 

有 ・ 無  

(参考）：退職金規程(支給乗率表、標準給与月額表含む) 

 

  



 

- 13 - 

 

（５）臨時・非常勤教職員雇用の際の契約書等の交付状況 

  ア 書面の交付状況 

書面の交付 交付している書面の種類 

(ア) 交付している 

(イ) 交付していない 

(ウ) 該当する職員がいない 

(ア) 雇用契約書 

(イ) 雇用通知書（辞令を含む。） 

(ウ) 労働条件通知書等労働条件のわかるもの 

(エ) 賃金規程 

(オ) その他（                 ） 
(参考）：労働条件通知書、賃金規程、雇用契約書、辞令の写し 

 

  イ 労働条件の書面（FAX・メールを含む）での明示の状況 

項目 書面交付の有無 

労働契約の期間 有 ・ 無 

(有期契約の場合)労働契約の更新の基準 有 ・ 無 

就業場所・従事すべき業務 有 ・ 無 

始業・終業時刻、所定労働時間超えの労働の有無、休憩時間、休日、休暇等 有 ・ 無 

賃金の決定・計算・支払方法、賃⾦の締切・支払時期、昇給に関する事項 有 ・ 無 

退職（解雇を含む）に関する事項 有 ・ 無 

(※)昇給の有無 有 ・ 無 

(※)退職手当の有無 有 ・ 無 

(※)賞与の有無 有 ・ 無 

(※)相談窓口 有 ・ 無 

(※) パートタイム・有期雇用労働法適用対象となる労働者のみ 
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（６）労災保険、雇用保険、私学共済及び退職金財団への加入状況 

  ア 労災保険、雇用保険、私学共済及び退職金財団への加入状況(令和５年度) 

 労災保険 雇用保険 私学共済 退職金財団 

全教職員数 

（臨時職員等を含む） 
   人（うち非常勤教職員   人・臨時教職員   人） 

加入者数 

   人 

うち特別加入 

（   人） 

   人    人    人 

未加入者数    人    人    人    人 

 

未加入者の職・氏 名 

（未加入の理由） 

※未加入の理由は「臨

時職員のため」、「経営

者のため」など具体的

に記入してください。 

    

(参考）：教職員名簿、雇用契約書、労働保険概算確定保険料申告書、雇用保険被保険者資格取得等確認通知書(事業主 

    通知用)、私学共済標準給与基礎届の控え、退職金財団掛金通知書 

(注)労災保険は、臨時職員等及び 65歳以上の者も含め、経営者一族を除く全ての雇用者が加入する必要がある。 

 

  イ 65 歳以上労働者の雇用保険（高年齢被保険者）加入の有無 

   (ア) 加入している   (イ) 加入していない   (ウ) 該当なし 
 

(注)雇用保険は臨時・非常勤教職員も 31 日以上引き続き雇用されることが見込まれ、かつ、１週間の所定労働時間が 

  20 時間以上である場合には加入する必要がある。また、平成 29 年 1 月 1 日以降、労働条件が加入条件に該当する 

  65 歳以上の労働者は「高年齢被保険者」として雇用保険に加入させる必要がある。 
     なお、令和 4 年 1月 1 日以降、複数の事業所で勤務する 65歳以上の労働者が、31 日以上引き続き雇用されること 
    が見込まれ、かつ、そのうち２つの事業所（１つの事業所における１週間の所定労働時間が５時間以上 20 時間未満） 
    での労働時間を合計して１週間の所定労働時間が 20時間以上である場合は、本人の申出により「マルチ高年齢被保 
    険者」として雇用保険に加入させることができる。（雇用保険マルチジョブホルダー制度） 
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（７）職場におけるハラスメントの防止に向けた取組の実施状況 

  ア セクシュアルハラスメント対策 

項目 実施の有無 具体的な内容(実施していない場合はその理由) 

事業主の方針の明確化及び

周知・啓発(就業規則に記載、

対応ﾏﾆｭｱﾙ作成、防止研修など) 

(ア)実施している 

(イ)実施していない 

 

相談に応じ、適切に対応す

るために必要な体制の整備

(相談窓口(担当者)の設置など) 

(ア)実施している 

(イ)実施していない 

 

 

  イ 妊娠・出産・育児休業・介護休業等に関するハラスメント対策 

項目 実施の有無 具体的な内容(実施していない場合はその理由) 

事業主の方針の明確化及び

周知・啓発(就業規則に記載、

対応ﾏﾆｭｱﾙ作成、防止研修など) 

(ア)実施している 

(イ)実施していない 

 

相談に応じ、適切に対応す

るために必要な体制の整備

(相談窓口(担当者)の設置など) 

(ア)実施している 

(イ)実施していない 

 

 

  ウ パワーハラスメント対策 

項目 実施の有無 具体的な内容(実施していない場合はその理由) 

事業主の方針の明確化及び

周知・啓発(就業規則に記載、

対応ﾏﾆｭｱﾙ作成、防止研修など) 

(ア)実施している 

(イ)実施していない 

 

相談に応じ、適切に対応す

るために必要な体制の整備

(相談窓口(担当者)の設置など) 

(ア)実施している 

(イ)実施していない 

 

(参考）：ハラスメント対応マニュアル、ハラスメント防止研修資料など 
(注)セクシュアルハラスメント対策、妊娠・出産・育児休業・介護休業等に関するハラスメント対策及びパワーハラス 
 メント対策は、事業主の義務 
 （パワーハラスメント対策は、中小事業主についても令和４年４月１日から義務となりました。） 
  【事業主として行うべき措置】 
   ・事業主の方針の明確化及び周知・啓発 
   ・相談に応じ、適切に対応するために必要な体制の整備 
   ・ハラスメントへの事後の迅速かつ適切な対応 
   ・併せて講ずべき措置（プライバシー保護、不利益取扱いの禁止等） 
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４ 施設及び設備 

（１）設置基準に基づく校地・校舎の面積 

 現状（Ａ） 設置基準（Ｂ） 差（Ａ－Ｂ） 

校 地      ㎡   

校 舎      ㎡      ㎡      ㎡ 

(参考）：登記簿謄本、固定資産台帳 

 

（２）校地、校舎等の登記状況 

 登 記 状 況 未登記の物件（その理由） 

校  地 
ア 全て登記済み 

イ 一部（全て）未登記 

 

校  舎 
ア 全て登記済み 

イ 一部（全て）未登記 

 

その他の施設 

（土地・建物） 

ア 全て登記済み 

イ 一部（全て）未登記 

ウ 該当なし 

 

(参考）：登記簿謄本 

 

（３）校地・校舎への抵当権等の設定状況（ ア ある ・ イ ない ） 

抵当権等 

の 種 類 
抵当権等の対象物 抵当権者等 

設 定 額 

（設定年月日） 

設 定 目 的 

（借入金残高等） 

     

     

     

(参考）：登記簿謄本、借入金明細表 

 

（４）前回実地検査以降の校地・校舎の変更の有無 

（前回実地検査  年  月  日） 

  ア な い 

  イ あ る 

 変更年月日 校地（校舎）変更届提出年月日 

校  地    年   月   日    年   月   日 

校  舎    年   月   日    年   月   日 

(参考）：校地校舎変更届の控え、固定資産台帳、財産目録 
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（５）学校の土地・建物についての貸借状況(令和４年度) 

土地・建物の種類用途 契約書の有無 
財産目録の 

借用財産への記載 
使用料（月額など） 

 有 ・ 無 有 ・ 無  

 有 ・ 無 有 ・ 無  

 有 ・ 無 有 ・ 無  

 有 ・ 無 有 ・ 無  

(参考）：使用貸借契約書、賃貸借契約書、財産目録、元帳 

(注)個人等から借用している校地及び駐車場等については、無償であっても、契約書の作成は必要であり、「借用財産」 

  として財産目録に記載する必要がある。（私立学校事務の手引きＰ124） 

 

（６）施設の外部利用の状況 

利 用 内 容 
運 営 主 体 

(外部利用者名) 
契約書の有無 

事故等発生時の

学校の免責につ

いて、契約書へ

の記載の有無 

学校法人会計

へ の 計 上 

 

 
 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 

 

 
 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 

 

 
 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 

 

 
 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 

 

 
 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 

(参考）：外部利用者との契約書、元帳 

 

（７）施設の整備状況 

図  書  室 有      無 

保  健  室 有      無 

便     所 

男   子 女  子 多目的 

大（   個） 

小（   個） 
（   個） （  個） 
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第３ 会計事務の処理 

学校名         学校 

１ 会計事務一般及び現金取扱い 

（１）学校の経理責任者（現金取扱担当者） 

経理責任者（現金取扱担当者） 

職・氏  名 

 

 

(参考）：経理規程 

 

（２）総勘定元帳の作成頻度。作成者及び確認者。 

概ねの作成頻度（作成時期） 作成者(職員・会計事務所) 確認者(事務長など) 

(例：毎日入力、月１回打ち出し) 
  

(参考）：経理規程 

 

（３）学校における現金の取扱い 

   ア 現金出納簿の作成及び現金の取扱い 

現金出納簿の作成 

（日々の出入金管理用） 

手元現金有高と 

現金出納簿の照合頻度 

経理規程に基づく

支払用現金の 

保有限度額 

有・無・仕訳伝票で代替 
(例：毎日) 円 

(参考）：経理規程、現金出納簿(帳)、元帳、仕訳伝票 

 

   イ 理事長等個人による一時的な現金立て替えの有無（令和４年度） 

個人による一時的な 

現金立て替えの有無 

主な用途 借入金台帳等へ

の記載の有無 

一時的な現金立て替

え額の年度末残高 

有 ・ 無 
 

(例：修繕費の立て替え)           
有 ・ 無 

円 

(令和４年度末) 

(参考）：現金出納簿(帳)、元帳(短期借入金)、借入金台帳 

 

  ウ 法人で所有するカード(クレジットカード)の有無及び管理の状況 

法人カード 法人カードの使途 法人カードの管理者 

有 ・ 無   

(参考）：領収証、元帳、仕訳伝票、クレジットカード利用明細書 
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２ 生徒納付金 

（１）令和４年度の納付金額（学則で定めるものに限る） 

     課程    科 

（学科により納付金額が異なる場合は、学科毎に作成してください） 

そ
の
他
納
付
金 

施設整備費 円 円 円 

実験実習費 円 円 円 

 円 円 円 

 円 円 円 

(参考）：学則、入学案内、元帳 

 

（２）入学金の管理 

 
台帳の 

作成 
元帳との一致 

減免  該当あり・該当なし 

下欄は該当ある場合にのみ記入 

減免額記入 減免理由記入 規程等との整合 

入学金 有 ・ 無 一致・不一致 有・無 有・無 整合・不整合 

(参考）：学則、入学案内、元帳、入学金台帳、入学金減免規程、減免申請書 

 

（３）授業料の管理 

 
台帳の 

作成 
元帳との一致 

減免  該当あり・該当なし 

下欄は該当ある場合にのみ記入 

減免額記入 減免理由記入 規程等との整合 

授業料 有 ・ 無 一致・不一致 有・無 有・無 整合・不整合 

(参考）：学則、入学案内、元帳、授業料台帳、授業料減免規程、減免申請書 

 

３ 寄付金 
（１）寄付金の状況 

 寄付申込書 寄付の内容又は寄付者（主なもの） 

一般寄付金 有・無・該当なし  

特別寄付金 有・無・該当なし  

現 物 寄 付 有・無・該当なし  

(参考）：寄附募集趣意書、寄附者名簿、事業活動収支計算書、寄付申込書、元帳、固定資産台帳 
(注)寄付申込書等において用途指定が明確な寄付金は特別寄付金に、用途指定がない寄付金は一般寄付金に、ロッカー、
スクリーンなど現物の寄付（金額の多寡によらない）があった場合は現物寄付に計上する。 

納付金の区分 学則で定める額 入学案内で示す額 実際の領収額 

入 学 検 定 料 円 円 円 

入 学 金 円 円 円 

授
業
料 

１ 年 生 円 円 円 

２ 年 生 円 円 円 

３ 年 生 円 円 円 

４ 年 生 円 円 円 
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４ 支出等の状況 
（１）支出の状況 

 令和４年度決算額 主な執行内容 

消耗品費 円  

旅費交通費 円  

福利費 円  

諸会費 円  

報酬委託手数料 円  

渉外費 円  

雑 費 円  

（参考）元帳、請求書、契約書及び領収書等支出証拠書 
 (注)「主な執行内容」欄には各支出科目において、学校支出の中で代表的な費目を記載すればよい。  

 
（２）施設・設備関係支出の状況 
 

経理規程に定める契約書の作成が必要な契約金額         万円以上 

 

 令和４年度決算額 

経理規程に定める契約書作成が必要
な契約金額以上支出項目の内容 

(該当する工事、修繕、備品の内容) 
契約金額 

契約書作成
の有無 

修繕費

支出 
円 

 円 有 ・ 無 

 円 有 ・ 無 

 円 有 ・ 無 

建物 

支出 
円 

 円 有 ・ 無 

 円 有 ・ 無 

 円 有 ・ 無 

構築物

支出 
円 

 円 有 ・ 無 

 円 有 ・ 無 

 円 有 ・ 無 

機器備品

支出 
円 

 円 有 ・ 無 

 円 有 ・ 無 

 円 有 ・ 無 

 (参考）：資金収支計算書、元帳、領収証、契約書、経理規程 
 (注)例えば、経理規程において「１００万円以上の契約においては契約書の作成が必要である。」と定めている場合、 
  当該額以上の支出を行う場合は、領収証を受け取るのみならず、契約書を作成し取り交わす必要がある。 
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５ 未収入金・未払金の状況 

（１）令和４年度末の未収入金の状況 

    （記入しきれない場合は、以下の項目が記載されていれば別紙でも構いません） 

未収入金の内容 金  額 現在の状況 

 円 収納済み( 月) ・ 未収 

 円 収納済み( 月) ・ 未収 

 円 収納済み( 月) ・ 未収 

 円 収納済み( 月) ・ 未収 

(参考）：元帳、証拠書、財産目録 

 

（２）令和４年度末の未払金の状況 

    （記入しきれない場合は、以下の項目が記載されていれば別紙でも構いません） 

未払金の内容 金  額 現在の状況 

 円 支払済み( 月) ・ 未払 

 円 支払済み( 月) ・ 未払 

 円 支払済み( 月) ・ 未払 

 円 支払済み( 月) ・ 未払 

 円 支払済み( 月) ・ 未払 

 円 支払済み( 月) ・ 未払 

 円 支払済み( 月) ・ 未払 

 円 支払済み( 月) ・ 未払 

 円 支払済み( 月) ・ 未払 

(参考）：元帳、証拠書、財産目録 

 

（３）源泉税及び私学共済掛金の滞納状況（令和４年度） 

 滞納の有無 有の場合、 
滞納金の支払額 

左記の滞納金の 
基となった滞納額 

滞納額の 
令和４年度末残高 

源泉税 有 ・ 無 円 円 円 

私学共済掛金 有 ・ 無 円 円 円 
 (参考）：元帳(未払金、長期未払金)、借入金台帳 

 (注)３月分の私学共済掛金は期末未払金に計上するが、納期限を超過した「滞納」ではないので記載しない。 
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第４ 保健管理及び安全管理 

学校名         学校 

１ 医師 

（１） 保健管理に関する指導を行う医師の有無 

  ア 置いている 

  イ 置いていない 

 (注)学校保健安全法第３２条において、専修学校には医師を置くよう努めなければならないこととされている。 

 

２ 学校保健計画、学校安全計画及び危険等発生時対処要領 

（１）作成状況及び記載内容 

 作成年月日 
記 載 内 容 

（記載されているものに○） 

医師を置いて

いる場合の 

参与の有無 

学 校 保 健 

計 画 
  年  月  日 

ア 保健管理に関する項目 

イ 保健教育に関する項目 

ウ 組織活動に関する項目 

 （家庭地域との連携を含む） 

 

有 ・ 無 

 

 

学 校 安 全 

計 画 
  年  月  日 

ア 安全管理に関する項目 

イ 安全教育に関する項目 

ウ 組織活動に関する項目 

 （家庭地域との連携を含む） 

 

有 ・ 無 

 

 

危険等発生時

対 処 要 領 
  年  月  日 

ア 不審者への対処 

イ 地震等への対処 

ウ その他 

 

（参考）：学校保健計画、学校安全計画、危険等発生時対処要領 
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３ 生徒の健康診断（直近の実施状況について記載） 

（１）生徒の健康診断の実施状況 

 実施期日 実施医療機関名 未受診生徒の有無 

内 科 等  年  月  日  無・有（その人数    人） 

そ の 他 年    月  日  無・有（その人数    人） 

 

未受診生徒がいる場合 

その後の措置状況 

その後に受診済み 

（人数    人） 

結果の記録 

有 ・ 無 

未 受 診 

（人数    人） 

 （参考）健康診断票 

 (注)学校保健安全法施行規則第５条第１項及び第３０条において、生徒は当該学年の始期から起算して三月以内に行

うものとされている。 

 

（２）健康診断項目の実施及び記録の状況 

項   目 実施の有無 記録の有無 

ア 身長 有 ・ 無 有 ・ 無 

イ 体重 有 ・ 無 有 ・ 無 

ウ 栄養状態 有 ・ 無 有 ・ 無 

エ 眼の疾病及び異常 有 ・ 無 有 ・ 無 

オ 耳鼻咽喉頭疾患 有 ・ 無 有 ・ 無 

カ 皮膚疾患 有 ・ 無 有 ・ 無 

キ 結核（注１） 有 ・ 無 有 ・ 無 

ク 心臓の疾病及び異常（注２） 有 ・ 無 有 ・ 無 

ケ その他の疾病及び異常 有 ・ 無 有 ・ 無 

（注１）２年生以上は除くことができる。 

（注２）心電図検査を除くことができる。 

(注)実施した結果異常がない場合、健康診断票は空欄にせずそれぞれの項目全てに「異常なし」等と記載すること。 

 

（３）健康診断結果の本人への通知及び事後措置 

本人への通知  通知している ・ 通知していない 

必要な事後措置  講じ てい る ・ 講じていない 

（参考）健康診断票、健康診断結果の本人への通知文（書式） 
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４ 教職員の健康診断（直近の実施状況について記載） 

（１）教職員健康診断の実施状況 

 実施期日 実施医療機関名 未受診教職員の有無 

内 科 等   年  月  日  無・有（その人数    人） 

未受診教職員がいる場合 

その後の措置状況 

その後に受診済み 

（人数    人） 

結果の記録 

有 ・ 無 

未 受 診 

（人数    人） 

 

（２）健康診断項目の実施及び記録の状況 

項   目 実施の有無 記録の有無 

ア 身長（注１） 有 ・ 無 有 ・ 無 

イ 体重 有 ・ 無 有 ・ 無 

ウ 腹囲（注２） 有 ・ 無 有 ・ 無 

エ 視力 有 ・ 無 有 ・ 無 

オ 聴力 有 ・ 無 有 ・ 無 

カ 結核 有 ・ 無 有 ・ 無 

キ 血圧 有 ・ 無 有 ・ 無 

ク 尿 有 ・ 無 有 ・ 無 

ケ 胃の疾病及び異常（注３） 有 ・ 無 有 ・ 無 

コ 貧血検査（注４） 有 ・ 無 有 ・ 無 

サ 肝機能検査（注４） 有 ・ 無 有 ・ 無 

シ 血中脂質検査（注４） 有 ・ 無 有 ・ 無 

ス 血糖検査（注４） 有 ・ 無 有 ・ 無 

セ 心電図検査（注４） 有 ・ 無 有 ・ 無 

ソ その他の疾病及び異常 有 ・ 無 有 ・ 無 

（注１）身長：２０歳以上を除くことができる。 
（注２）腹囲の検査を省略できる者：３５歳未満及び３６歳以上４０歳未満、妊娠中の女子、腹囲が内臓脂肪の蓄積に 
    反映していないと診断された者、BMI が２０未満、自ら腹囲を測定しその値を申告した者 
（注３）胃の疾病及び異常の有無：４０歳未満を除くことができる。なお、医師が認めた場合は、ペプシノゲン法に 
    よる血液検査等で実施することも可能である。 
（注４）貧血、肝機能、血中脂質、血糖、心電図：３５歳未満及び３６歳以上４０歳未満を除くことができる。 
（参考）健康診断票 

 

（３）必要な事後措置 

必要な事後措置  講じている ・ 講じていない 

 

（４）雇入時健康診断の実施状況（令和５年度） 

対象人数 

受診者数（３か月以内に

受けた健康診断の結果票等

を提出した者を含む） 

未受診者への対応 

       人        人  

(参考）：健康診断票 
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（５）業務委託の派遣職員等の健康状況の確認及び保管状況 

 健康状況の確認状況 

通学バス派遣職員 確認 (健康診断書の写しを保管 ・その他)、 未確認、 該当なし 

食堂・弁当販売員 確認 (健康診断書の写しを保管 ・その他)、 未確認、 該当なし 

（参考）健康診断票の写し等、健康である旨の証明書等（委託・派遣元発行） 

 

 

５ 環境衛生検査の実施状況 
 (注)学校保健安全法施行規則第１条、第２条及び第３０条に基づき、専修学校は①環境衛生検査を、毎学年定期に、 

   学校環境衛生基準に基づき行わなければならない。②必要があるときは臨時に環境衛生検査を行う。 

  ③環境衛生検査のほか、日常的な点検を行い、環境衛生の維持又は改善を図らなければならない。としている。 

 

（１）教室等の空気 

 ア 換気、温度、相対湿度、浮遊粉じん、気流、一酸化炭素、二酸化窒素（年度２回） 

実施年度 
検査項目 

令和５年度(予定含む) 令和４年度 検査省略の場合、 

直近の検査年月日 

１回目 ２回目 １回目 ２回目 

換気(CO2)   月  日   月  日   月  日   月  日 
 

温度   月  日   月  日   月  日   月  日 
 

相対湿度   月  日   月  日   月  日   月  日 
 

教室にエアコン設置  有・無  （有の場合には検査が必要） 

浮 遊 粉 じ ん
(注１)   月  日   月  日   月  日   月  日 

(直近検査) 

  年  月  日 

気流   月  日   月  日   月  日   月  日 
 

教室にガス及び灯油等を使用する燃焼器具設置  有・無  （有の場合には検査が必要） 

一酸化炭素   月  日   月  日   月  日   月  日 
 

二酸化窒素   月  日   月  日   月  日   月  日 
 

未実施理由又は不適の 
場合の事後措置 

 

 (参考）：委託業者からの検査結果報告書 
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イ ホルムアルデヒド、トルエン、ダニ又はダニアレルゲン（年度１回） 

実施年度 
令和５年度(予

定含む) 
令和４年度 

検査省略の場合、 

直近の検査年月日 

ホルムアルデヒド(注１)    月   日    月   日 
(直近検査) 

  年  月  日 

トルエン(注１)(注２）    月   日    月   日 

 

(直近検査) 

  年  月  日 

ダニ又はダニアレルゲン    月   日    月   日 
 

未実施理由又は不適の 
場合の事後措置 

 

  (参考）：委託業者からの検査結果報告書 

 (注１)浮遊粉じん（平成２９年度までは省略不可）、ホルムアルデヒド、トルエンその他揮発性有機化合物は、所定の

方法により測定した結果、著しく基準値を下回った場合は、教室等の環境に変化がない限り、以後の検査を省略する

ことができる。 
 (注２)トルエン以外の揮発性有機化合物（キシレン、パラジクロロベンゼン、エチルベンゼン、スチレン）について

は、必要と認める場合（使用が疑われる場合）は実施する必要がある。 

 

（２）照度及び照明環境（年度２回） 

実施年度 

検査項目 

令和５年度(予定含む) 令和４年度 

１回目 ２回目 １回目 ２回目 

照度及び 

照明環境 
  年  月  日   年  月  日   年  月  日   年  月  日 

未実施理由又は不適の 

場合の事後措置 

 

 (参考）：委託業者からの検査結果報告書 

 

（３）騒音レベル（年度２回） 

実施年度 

検査項目 

令和５年度(予定含む) 令和４年度 検査省略の場合、 

直近の検査年月日 １回目 ２回目 １回目 ２回目 

騒音レベル   月  日   月  日   月  日   月  日 
(直近検査) 

  年  月  日 

未実施理由又は不適の 
場合の事後措置 

 

  (参考）：委託業者からの検査結果報告書 

 (注)騒音レベルの検査は、測定結果が著しく基準値を下回った場合(窓密閉時：４５デシベル以下、窓開放時：５０デ

シベル以下)は、周囲の環境に変化がない限り、以後の検査を省略することができる。  
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（４）飲料水の水源の区分 

 ア 上水道（直結給水） 

 イ 上水道（貯水槽経由）→別紙３を作成してください 

 ウ 井戸水等 →別紙４を作成してください 

 

（５）雑用水(雨水等)の利用の有無 

 ア 利用していない 

 イ 利用している →別紙５を作成してください 

(参考）：学校薬剤師又は委託業者からの検査結果報告書 

 

（６）便所の構造 

 ア 放流式水洗便所 

 イ 浄化槽式水洗便所 →別紙６を作成してください 

 ウ くみ取り式便所 
  (参考）：水質検査結果報告書、保守・点検・清掃報告書  

 (注)浄化槽検査は、定期的な保守点検の他、年度１回の浄化槽の清掃作業及び年度１回の定期検査の実施義務があり、

学校で全ての記録を保管する必要がある。  

 

（７）水泳プールの設置の有無 

  ア 設置していない 

  イ 常設（通年利用） 

  ウ 常設（  月～  月の間利用） 

 

（８）学校の清潔、ネズミ、衛生害虫等及び教室等の備品の管理 

  ア 定期点検 

点検項目 
令和５年度実施月日 

(予定含む) 
令和４年度実施月日 記録の方法 

大 掃 除 の 実 施

(年度３回) 

①  月  日 

②  月  日 

③  月  日 

①  月  日 

②  月  日 

③  月  日 

記録なし・点検表・日誌 

雨水の排水溝等の

検査の実施 

(年度１回) 

月  日 月  日 記録なし・点検表・日誌 

ネズミ、衛生害虫

等の検査の実施

(年度１回) 

月  日 月  日 記録なし・点検表・日誌 

黒板面の色彩の 

検査の実施 

(年度１回) 

実施（  月  日） 

黒板なし 

実施（  月  日） 

黒板なし 
記録なし・点検表・日誌 

 (参考）：点検表、日誌 

 

→井戸水等をプール水として利用して

いる場合別紙４を作成してください 
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イ 日常点検 

点検項目 実施の有無 実施の頻度 記録の方法 

教室等の環境 実施・未実施 
毎日 

その他（     ） 記録なし・点検表・日誌 

飲料水の 

水質及び施設･設備 
実施・未実施 

毎日 

その他（     ） 記録なし・点検表・日誌 

学校の清潔及び 

ネズミ・衛生害虫等 
実施・未実施 

毎日 

その他（     ） 記録なし・点検表・日誌 

 (参考）：点検表、日誌 

 

６ 安全点検の実施状況 

（１）施設、設備等の安全点検の実施状況 

  ア 定期点検(毎学期１回以上) 

項   目 具体的な点検方法 
令和５年度実施月日 

(予定含む) 
令和４年度実施月日 点検記録 

校舎内・校

地・運動場 
 

①  月  日 

②  月  日 

③  月  日 

①  月  日 

②  月  日 

③  月  日 

有・無 

防災上の施

設・設備 
 

①  月  日 

②  月  日 

③  月  日 

①  月  日 

②  月  日 

③  月  日 

有・無 

グラウンド設

備、プール等 
 

①  月  日 

②  月  日 

③  月  日 

①  月  日 

②  月  日 

③  月  日 

有・無 

通学路及び 

通学バス運行 
 

①  月  日 

②  月  日 

③  月  日 

①  月  日 

②  月  日 

③  月  日 

有・無 

 (参考）：点検表、日誌 

 

  イ 上記の定期点検のほか日常点検の実施状況 

   (ア) 実施 (記録方法： 点検表 、日誌 、記録なし )   

      (イ) 未実施 

(参考）：日常点検表 

 

（２）通学、校外学習等のために運行するバスの安全管理の実施状況 

  ア 通学、校外学習等のために運行するバスの使用の有無 

   (ア) 使用していない 

   (イ) 運行全般について包括的に外部業者に委託している（→以下エについて記入すること） 

   (ウ) 自ら使用している（→以下イ、ウについて記入すること） 
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  イ 安全運転管理者の選任の有無 

   (ア) 管轄の警察署に届出済み 

   (イ) 選任しているが管轄の警察署には届け出ていない 

   (ウ) 選任していない 

   (エ) 選任対象外 

    （使用する自動車（乗車定員 10 人以下）の台数：    台） 

    ※乗車定員 11 人以上の自動車は 1 台でも使用していれば選任義務が生じます。 

     （参考）：安全運転管理者選任届の控え 

   

  ウ 運行開始前点検（道路運送車両法第 47 条の 2） 

   (ア) 実施している 

   (イ) 実施していない 
   （参考）：日常点検表 

 

  エ バス乗降車の際の点呼等の方法による児童生徒等の所在確認 
      (注)学校保健安全法施行規則第２９条の２において、専修学校は児童生徒等の自動車への乗降車の際に、点呼

等の方法により児童生徒等の所在を確認しなければならないとされている。 

   (ア) 実施している 

   (イ) 実施していない 
    (参考）：バス送迎時の手順や役割を定めたマニュアル 

    (注) 所在確認は、送迎用バスの運行に限らず、学校において校外学習等の際の移動のために自動車を運行す

るすべての場合が対象となる。 

 

（３）消防法に基づく防火管理の状況 

   ア 防火管理者の選任・届出状況 

防火管理者の職名・氏名 届出年月日 

    年  月  日 

(参考）：防火管理者選任届出書の控え、防火管理者講習会修了証 

 

   イ 消防用設備等の点検の実施状況(直近の２回分について記載する) 

実施年月日 実施機関等 不適とされた項目 

  年  月  日   

  年  月  日   

未実施理由又は不適の 

場合の事後措置 

 

(参考）：消防用設備等点検報告書 

  



 

- 30 - 

 

 ウ 消火訓練、避難訓練、通報訓練の実施状況 

 実施（予定）年月日 訓練の内容 

令和４年度 

１   月  日 消火訓練 ・ 避難訓練 ・ 通報訓練 

２   月  日 消火訓練 ・ 避難訓練 ・ 通報訓練 

３   月  日 消火訓練 ・ 避難訓練 ・ 通報訓練 

令和５年度 

１   月  日 消火訓練 ・ 避難訓練 ・ 通報訓練 

２   月  日 消火訓練 ・ 避難訓練 ・ 通報訓練 

３   月  日 消火訓練 ・ 避難訓練 ・ 通報訓練 

 (参考）：消防計画作成（変更）届出書、学校安全計画、学校日誌 
(注)消火訓練、避難訓練、通報訓練は消防計画に定める回数実施する。 

 

 

７ 学校給食の食品衛生 

（１）学校給食の実施の有無 

  ア 実施していない 

   イ 給食会社等の給食を利用している（給食の保管場所：            ） 

   ウ 給食設備を有し、自校給食を行っている →別紙７を作成してください 
（参考）学校環境衛生管理マニュアル(H30.5 文科省)P189～ 

 

 

８ その他 

（１）保健室の有無 

保 健 室 の 設 置 保健衛生用具の常備 

保健室あり・未設置 常備されている・常備されていない 

 

（２）生徒の傷害保険等への加入状況(令和４年度) 

   ア 未加入 

   イ 加 入 

保険会社名称（保険の種類）等 対象加入生徒数等 保 険 料 

 人 円 

 人 円 

（参考）加入を示す書類、元帳 



別紙１　現金・預金内訳表（令和５年３月３１日現在）

１　現　　金

現金出納簿の額　A 実際の保有額 差　　異

円 円 円

２　預　　金　（特定資産分を除く）

口座名（口座番号等） 預金出納簿等の額 実際の保有額 差　　異

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

上 記 計 円 円 円

当座預金等の修正 円

小　計  B 円 円 円

口座名（口座番号等） 預金出納簿等の額 実際の保有額 差　　異

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

　 円 円 円

小　計 円 円 円

４　現金＋預金（特定資産分を除く）

合　　計（ A + B ) 円 円 円

５　「預金出納簿の額」と「実際の保有額」とに差異が生じた理由

３　預金（特定資産分）

－ 31 －
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別紙２ 第１ ４（７）有価証券の保有状況 

(注)外貨建て商品についても金額は円(財務計算書類計上額及び注記額)で記載してください。 

種類・銘柄 取得年月日 満期年月日 取得価額 時価(R5.3.31) 

 .  . .  . 円 円 

 .  . .  . 円 円 

 .  . .  . 円 円 

 .  . .  . 円 円 

 .  . .  . 円 円 

 .  . .  . 円 円 

 .  . .  . 円 円 

 .  . .  . 円 円 

 .  . .  . 円 円 

 .  . .  . 円 円 

 .  . .  . 円 円 

※記入しきれない場合は、このページをコピーして使用してください。  
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別紙３ 第４ ５（４）イ 貯水槽経由の水道水を水源とする飲料水の検査 

             (直結給水の場合は記載する必要はありません) 

（ア）貯水槽経由の水道水を水源とする飲料水の水質検査（年度１回） 

 実施（予定）月日 実施機関等 実施結果 

令和５年度     月  日  適・不適 

令和４年度     月  日  適・不適 

未実施又は不適の場合の事後措置 

 

 

（イ）貯水槽経由の水道水を水源とする飲料水の施設・設備検査（年度１回） 

 実施（予定）月日 実施機関等 実施結果 

令和５年度     月  日  適・不適 

令和４年度     月  日  適・不適 

未実施又は不適の場合の事後措置 

 

 



- 34 - 

 

別紙４ 第４ ５（４）ウ 井戸水等を水源とする飲料水の検査（下記全ての項目に記入） 

    第４ ５（７）水泳プールを設置しており、井戸水等をプールの原水として使用し

ている場合の水質検査（下記（イ）、（ウ）に記入） 

 

（ア）井戸水等を水源とする飲料水の日常検査（毎日実施） 

   日常検査項目(実施項目に○、未実施項目に×を記入する) 

   ①遊離残留塩素 (  )  ②色 (  )  ③濁り (  ) 

 

（イ）井戸水等を水源とする飲料水の水質検査（毎月１回、項目によって頻度は異なる） 

 実施頻度 実施機関等 実施結果 

令和５年度   年    回  適・不適 

令和４年度 年    回  適・不適 

未実施又は不適の場合の事後措置 

 

 

（ウ）井戸水等を水源とする飲料水の原水の水質検査（年度１回） 

 実施月日 実施機関等 実施結果 

令和５年度     月  日  適・不適 

令和４年度     月  日  適・不適 

未実施又は不適の場合の事後措置 

 

 

（エ）井戸水等を水源とする飲料水に関する施設・設備検査（年度２回） 

 実施（予定）月日 実施機関等 実施結果 

令和５年度 
１     月  日  適・不適 

２     月  日  適・不適 

令和４年度 
１     月  日  適・不適 

２     月  日  適・不適 

未実施又は不適の場合の事後措置 
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別紙５ 第４ ５（５）イ 雑用水（雨水、飲用手洗い等に使用しない井戸水等）の利用 

 

（ア）水質検査（年度２回） 

 実施（予定）月日 実施機関等 実施結果 

令和５年度 
１     月  日  適・不適 

２     月  日  適・不適 

令和４年度 
１     月  日  適・不適 

２     月  日  適・不適 

未実施又は不適の場合の事後措置 

 

 

（イ）施設･設備検査（年度２回） 

 実施（予定）月日 実施機関等 実施結果 

令和５年度 
１     月  日  適・不適 

２     月  日  適・不適 

令和４年度 
１     月  日  適・不適 

２     月  日  適・不適 

未実施又は不適の場合の事後措置 
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別紙６ 第４ ５（６）イ 浄化槽式水洗便所 

 

（ア）浄化槽の処理能力 

現有浄化槽の処理能力 基準処理能力（生徒定数＋教職員数）×０．２５ 

人 （     人＋     人）×０．２５＝     人 

 

（イ）浄化槽の保守点検 

 実施頻度 実施機関等 実施結果 

 

令和５年度 

 

  か月に  回  適・不適 

 

令和４年度 

 

か月に  回  適・不適 

未実施又は不適の場合の事後措置 

 

 

（ウ）浄化槽の清掃（年度１回） 

 実施（予定）月日 実施機関等 実施結果 

令和５年度     月  日  適・不適 

令和４年度     月  日  適・不適 

未実施又は不適の場合の事後措置 

 

 

（エ）浄化槽の水質に関する検査（年度１回） 

 実施（予定）月日 実施機関等 実施結果 

令和５年度     月  日  適・不適 

令和４年度     月  日  適・不適 

未実施又は不適の場合の事後措置 
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別紙７－１ 第４ ７（１）ウ 給食設備を有し、自校給食を行っている 

(参考）：「学校給食に関する定期検査票（Ａ～Ｃランクのチェックリスト）」、「検便結果処置票」、「学校給食日常点検 

    票」、その他の学校給食衛生管理基準に基づく報告書（給食施設、給食設備、施設設備の衛生管理、献立、食 

    品の検収・保管、調理過程、検食・保存食、従事者の衛生管理・健康管理、毎日の点検等） 

 

（ア）学校給食施設等の検査（年度１回） 

 実施（予定）月日 検査実施者 実施結果 

令和５年度     月  日  適・不適 

令和４年度     月  日  適・不適 

未実施又は不適の場合の事後措置 

 

（イ）学校給食設備等の衛生管理の検査（年度３回） 

 実施（予定）月日 検査実施者 実施結果 

令和５年度 

１     月  日  適・不適 

２     月  日  適・不適 

３     月  日  適・不適 

令和４年度 

１     月  日  適・不適 

２     月  日  適・不適 

３     月  日  適・不適 

未実施又は不適の場合の事後措置 

 

（ウ）学校給食用食品等の検収・保管等、使用水の安全確保及び検食、保存食の状況の 

  検査（年度３回） 

 実施（予定）月日 検査実施者 実施結果 

令和５年度 

１     月  日  適・不適 

２     月  日  適・不適 

３     月  日  適・不適 

令和４年度 

１     月  日  適・不適 

２     月  日  適・不適 

３     月  日  適・不適 

未実施又は不適の場合の事後措置 
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別紙７－２ 第４ ７（１）ウ 給食設備を有し、自校給食を行っている 

（エ）調理過程の検査（年度１回） 

 実施（予定）月日 検査実施者 実施結果 

令和５年度   月  日  適・不適 

令和４年度   月  日  適・不適 

未実施又は不適の場合の事後措置 

 

 

（オ）学校給食従事者の衛生管理及び健康管理の検査（年度３回） 

 実施（予定）月日 検査実施者 実施結果 

令和５年度 

１     月  日  適・不適 

２     月  日  適・不適 

３     月  日  適・不適 

令和４年度 

１     月  日  適・不適 

２     月  日  適・不適 

３     月  日  適・不適 

未実施又は不適の場合の事後措置 

 

 

（カ）学校給食における衛生管理体制の検査（年度１回） 

 実施（予定）月日 検査実施者 実施結果 

令和５年度   月  日  適・不適 

令和４年度   月  日  適・不適 

未実施又は不適の場合の事後措置 

 

 

（キ）保健所の立ち入り検査 

  ア な し  イ あ り 

立入検査日 指示事項及び改善の状況 

  年  月  日  
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附帯調査 

１ 耐震診断及び耐震工事の状況 

 ア 昭和５６年６月１日以降に建築確認を受けた校舎のみである 

 イ 昭和５６年５月３１日以前に建築確認を受けた校舎がある  

                      →下記調査事項を記載してください 
（参考）耐震診断結果を示す書類 

 

「イ 昭和５６年５月３１日以前に建築確認を受けた校舎がある」の場合 

 

（ア）耐震診断について 

・ 実施済み（  年  月実施） 

・ 未実施 

 

  ① 実施予定あり（  年  月実施予定） 

  ② 実施予定なし 

理由 

 

（イ）耐震工事（補強又は改修）について 

  ※ 耐震診断を実施した結果、非木造建物でＩＳ値が０．６未満又は木造建物でＩＷ値

が１．０未満と判断された校舎がある学校は回答してください。 

 

・ 実施済み（  年  月実施） 

・ 未実施 

 

  ① 実施予定あり（  年  月実施予定） 

  ② 実施予定なし 

理由 

 

（ウ）耐震化計画の策定状況について（(イ)で未実施を選択した場合に回答してください。） 

  

・  策定済 

・  未策定 

理由 

 



実地検査当日に準備する書類一覧(準備書類に、付箋紙で番号を貼り付け整理いただくと、検査がスムーズです) 

【第１ 学校法人の管理運営関係】(埼玉県知事所管以外法人は、第１ 学校法人の管理運営関係 

                   では、№9及び№11～№14のみ準備してください。) 

№ チェック  書類名 
 1 □ 法人登記簿謄本又は現在事項全部証明書(検査日以前１か月以内のものを原則)  
 2 □ 寄附行為(最新のもの・変更した場合は認可書と申請書の控え) 
 3 □ 理事、監事、評議員の名簿の写し(チェック用※)及び履歴書 

   (※チェック用の名簿には検査員が書き込みをします。) 
 4 □ 理事及び監事の就任承諾書 
 5 □ 令和元年度以降の理事会及び評議員会の議事録 
 6 □ 役員就(退)任届の控え(県への届出が確認できるもの) 
 7 □ 現在の役員の欠格事由の確認に用いた書類(宣誓書) 
 8 □ 令和４年度決算に係る監事の監査報告書 
 9 □ 令和２～令和４年度決算に係る財務計算書類 

10 □ 令和４年度事業報告書 

11 □ 財産目録 

12 □ 新会計基準に基づき作成した経理規程 

13 □ 固定資産台帳 

14 □ 減価償却明細表 

15 □ 借入金台帳及び借用契約書等 

16 □ 学校債台帳 

17 □ 預金残高証明書(令和５年３月３１日現在) 
18 □ 埼玉県私立学校運営費補助金実績報告書等の実績報告書(令和４年度学事課提出分の写し) 
19 □ 役員等報酬規程(役員に対する報酬等の支給の基準)(最新のもの) 
20 □ (元本保証のない有価証券を保有している場合)資産運用規程、有価証券の取得及び管理に関する 

   議決や報告等が行われた直近の理事会議事録 

21 □ 理事の利益相反取引について承認を行った理事会議事録(令和元年度以前の契約については、県 

  の特別代理人選任通知及び当該契約書(特別代理人が必要な契約(幼稚園法人と理事長個人又は「理 

  事長が代表者となっている法人」との間で有償の関係にある契約)がある場合)) 

 

【第２ 学校の管理運営関係】 
22 □ 専修学校・各種学校状況調査票(令和５年度)の控え 
23 □ 専修学校・各種学校の設置認可申請書及び認可書 
24 □ 学則(当該年度のもの)及び学則変更届の控え(県への届出が確認できるもの) 

25 □ 年間予定表及び時間割表 

26 □ 令和４年度、令和５年度における生徒の出席簿(全クラス分)及び教職員の出勤簿 
27 □ 令和５年度教職員名簿(職・氏名・担当クラス等のわかるもの)の写し(チェック用※) 
   (※チェック用の名簿には検査員が書き込みをします。) 

28 □ 教職員履歴書、免許状(写) 
29 □ 学校日誌 (最新のもの) 
30 □ 学校評価ガイドラインに基づく自己評価結果シート、学校関係者評価結果、第三者評価結果(そ

れぞれ令和４年度分) 

31 □ 養成施設又は養成学校の指定書(指定校のみ) 
32 □ 校長採用届の写し 
33 □ 就業規則(教職員(非常勤含む)を常時10人以上使用する場合は労働基準監督署への届出が確認できるもの) 

34 □ 産前産後休業、育児・介護休業について定めたもの(育児・介護休業規程など) 

 

 



 

35 □ 育児休業・産後パパ育休に関する研修や相談窓口などに関する資料、妊娠・出産（本人または配

偶者）の申し出をした教職員への個別の周知・意向確認に関する資料 

36 □ 給与規程・給料表(令和４年度) 
37 □ 賃金台帳(教職員の給与及び手当が一覧表になっているもの)又は給与支給明細書 
38 □ 退職金規程(最新のもの) 
39 □ 非常勤教職員の労働条件が記載された書面(労働条件通知書、雇用契約書、賃金規程等) 

40 □ 福祉(退職金)財団掛金通知書(令和５年４月以降のもの)  
41 □ 私学共済標準給与基礎届書の控え(令和５年度分) 
42 □ 労働保険概算確定保険料申告書(令和４年度分) 

43 □ 雇用保険被保険者資格取得等確認通知書(事業主通知用) 

44 □ ハラスメント対応マニュアル、ハラスメント防止研修資料など 

45 □ 校地及び校舎の図面 

46 □ 学校要覧、募集要項、入学案内(令和４年度及び令和５年度の入学分) 
47 □ 学校法人所有の土地、建物の登記簿謄本又は現在事項全部証明書 

  ＜学校法人が土地、建物等を貸借(使用貸借を含む)している場合＞ 
48 □ 土地、建物等の貸借契約書等 
  ＜学校法人の土地、建物等の所有等に変更(校舎の増改築を含む)がある場合＞ 
49 □ 校地変更届の控え(県への届出が確認できるもの) 

50 □ 校舎変更届の控え(県への届出が確認できるもの) 

  ＜学校法人の所有する校地、校舎(プールを含む)等を生徒、生徒の父兄及び教職員以外の者の利用

(業者等への貸与を含む)に供している場合＞ 

51 □利用案内及び利用に関する契約書等 
 

【第３ 会計事務の処理関係】 
  □ 会計帳簿(原則として令和４年度のもの) 
52 □ 現金出納帳・預金出納帳 

53 □ 領収書・請求書・契約書(経理規程に基づき作成が必要なもの)等、クレジットカード利用明細書 
54 □ 元帳(令和４年度及び令和５年度分) ※紙に印字したものか、電子データの場合は検査会場で検 

   査員がすぐに閲覧できるようパソコンに保存したものをご用意ください(取引を一覧で閲覧できる 

   ような体裁でお願いします) 

55 □ 会計伝票                                 
56 □ 入学金台帳(令和４年度入学生分)         
57 □ 授業料台帳(令和３～令和４年度分)           
58 □ 入学金等の減免に関する規程(最新のもの) 
59 □ 寄付金台帳 

 

【第４ 保健管理及び安全管理関係】 
60 □(委嘱している場合)医師の委嘱状の写し 
61 □(委嘱している場合)医師の執務記録簿 
62 □ 学校保健計画書、学校安全計画書及び危険等発生時対処要領(最新のもの) 
63 □ 生徒及び教職員の健康診断票(全員分)(雇入時健康診断を含む)、バス・食堂等派遣職員の診断 

    書類の写し又は健康である旨の証明書(直近のもの) 
64 □ 環境衛生検査に係る定期検査記録簿及び日常点検表等 
65 □ 水質検査報告書(飲料水に係るもの) 

66 □ 水質検査報告書(雑用水(雨水等)に係るもの) ＜雑用水(雨水等)を利用している場合＞ 

67 □ 水質検査報告書(水泳プールに係るもの) ＜水泳プールを設置している場合＞ 
68 □ 給水設備及び排水施設保守点検実施報告書等(飲料水､雑用水(雨水等)及び水泳プールに係るもの) 



69 □ 調理従事者に係る健康診断票   
70 □ 学 校 給 食 衛 生 日 常 検 査 表   (自校給食を実施している場合) 
71 □ 保健所の検査調書(最新のもの)  
72 □ プール管理日誌＜水泳プールを設置している場合＞ 
73 □ プール使用時の健康確認に使用した健康カード等＜水泳プールを設置している場合＞  
74 □ 浄化槽に係る保守点検実施報告書等＜浄化槽がある場合＞ 
75 □ 水質検査報告書(浄化槽に係るもの)＜浄化槽がある場合＞ 
76 □ 臨時環境衛生検査表＜臨時環境衛生検査を実施した場合＞ 

77 □ 安全点検に係る定期点検表及び日常点検表等 

78 □ 安全運転管理者選任届の控え(通学バスを所有又は外部業者から借用し学校で保管している場合) 

79 □ バス送迎時の手順や役割を定めたマニュアル等 

80 □ 防火管理者選任届出書の控え、防火管理者講習会修了証 

81 □ 消防用設備等点検報告書(直近２回分) 

82 □ 消防計画作成（変更）届出書 

83 □ 生徒に係る傷害保険等への加入書類(令和４年度及び令和５年度分) 

 

【附帯調査】 

84 □ 耐震診断結果を示す書類 

 


